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進捗状況
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近江八幡市



第２次行政経営改革実施計画（令和７年度～令和１１年度)　取組項目と推進課

No
基本方針

（総合計画の
施策）

取組方針
（総合計画の
取組方針）

取組項目
推進課

（担当課）
備考 評価　R7 該当頁

1

事業の重なり・重複・
断片化・不足の発見
の手法検討及び業務
効率化

行政改革課 Ａ 4

2
経常経費の効率的な
執行

会計課 Ａ 5

3 人材育成の推進 人事課 Ａ 6

4
職員のICTリテラシー
の向上

情報政策課、行
政改革課

Ａ 7

5 人材の効果的な配置 人事課 Ａ 8

6 働き方改革の推進
人事課、行政改
革課

Ｂ 9

7
行かなくてよい、書か
なくてよい、待たなく
てよい窓口の推進

市民課 Ａ １０・１１

8
オンライン申請の推
進

情報政策課、行
政改革課

Ａ １２・１３

9 会計課 Ａ 14
10 収納課 Ａ 15
11 保険年金課 Ｂ １６・１７
12 介護保険課 Ｂ 18
13 幼児課 Ａ 19
14 市営住宅課 Ａ 20
15 広告収入の確保 管財契約課 Ａ 21
16 行政改革課 Ａ 22
17 企画課 Ｂ ２３・２４
18 基金の運用 会計課 Ａ 25

19
②歳入に見
合った歳出の
維持

財政指標の適正管
理

財政課 Ａ 26

20
まちづくり協働
課

Ａ 27

21 文化振興課 Ａ ２８・２９
22 商工振興課 Ａ 30

23
水道事業の経営健
全化

上下水道総務課 Ａ 31

24
下水道事業の経営
健全化

上下水道総務課 Ａ 32

25
病院事業の経営健
全化

総合医療セン
ター総務課

Ｂ 33

費用対効果を考慮し
た収納方法の検証

新たな収入の確保

第３セクター等出資
団体の役割の明確
化

1 効率的・効
果的な行政
経営の推進
と市民サービ
スの向上

①実効的・効
率的な行政運
営の実施

②時代の変化
に対応できる
人材育成と組
織づくり

③市民サービ
スの向上・効率
化

２ 持続可能
な財政運営
の確立

①市税等の収
納率向上や新
たな収入確保
による歳入の
維持

③外郭団体へ
の支援・関与
の在り方検討、
地方公営企業
の経営健全化
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第２次行政経営改革実施計画（令和７年度～令和１１年度)　取組項目と推進課

No
基本方針

（総合計画の
施策）

取組方針
（総合計画の
取組方針）

取組項目
推進課

（担当課）
備考 評価　R7 該当頁

26 市有地の管理、処分 管財契約課 Ｂ 34

27 管財契約課 Ａ 35

28 行政改革課 Ａ 36

29 財政課 Ａ 37

30 行政改革課 Ａ 38

31 建築課 Ｂ 39

32 財政課 Ａ 40

33
上下水道の計画的な
管路・施設の更新

上下水道施設課 Ｂ 41

34
道路付属物の計画
的な管理

土木課 Ａ 42

35
公共建築物の維持
管理の最適化

行政改革課 Ａ 43

36
上下水道の維持管
理の最適化

上下水道施設課 Ａ 44

37
道路の維持管理の
最適化

土木課 Ａ 45

29

8

0

A評価

B評価

C評価

■各年度の推進課による評価基準の考え方
　A ： 計画どおり進捗しており、目標を達成してい
る。
　B ： 計画どおり進捗しているが、目標をやや下回
る。
　C ： 進捗の遅れや残された課題があり、目標を下
回る。

３ 公有財産
の効率的管
理

①市民ニーズ
に応じた適切
な公共施設の
配置・管理運
用

公共施設にまつわる
行政サービスに関す
る市民ニーズの再定
義

②公共施設・イ
ンフラの計画的
な管理、長寿
命化

市民ニーズに基づく
目標耐用年数を踏ま
えた公共建築物のラ
イフサイクルマネジメ
ント

③公共施設・イ
ンフラの維持管
理・更新等に係
る民間活力の
活用等

3 ページ



№ 1 実施計画取組項目

　

　

評価
理由及び課題

Ａ 計画どおりに取組を進めることができ、業務改善にも取り組むことができた。

次年度以降の
対応方針

今年度の取組により洗い出された業務改善が必要な箇所のうち、業務改善ができていない箇
所については来年度に取り組む。

備考欄

成果を測る指標
・事業の施策体系化を実施した所属の数：３
・業務改善の実施数：４

・ロジックツリーの手
法の調査を行う。
・妊娠、出産、子育て
分野でロジックツリー
の手法による事業の
施策体系化を実施
し、事業の重なり、重
複、断片化、不足の
確認、業務改善が必
要な箇所の洗い出し
を行う。

令和７年度の実施内
容に基づき、妊娠、
出産、子育て分野で
業務改善を行う。

令和７、８年度に実施
した手法を庁内に周
知し、新たな分野で
の実施の検討を行
う。

新たな分野でロジッ
クツリーの手法によ
る事業の施策体系化
を実施し、業務改善
が必要な箇所の洗い
出しを行う。

令和１０年度の実施
内容に基づき、業務
改善を行う。

成果を測る指標
・事業の施策体系化を実施した所属の数
・業務改善の実施数

令和７年度進捗状況

実施内容

・妊娠、出産、子育て分野で事業の施策体系化を実施し、事業の重なり、重複、断片化、不足
の確認を行った。
・業務改善が必要な箇所の洗い出しを行い、オンライン申請の開始、RPAの活用による業務の
自動化等の業務改善に取り組んだ。

今年度の新た
な取組

・ロジックツリーの手法の調査を行った。
・事業の施策体系化による事業の重なり、重複、断片化、不足の確認、業務改善が必要な箇
所の洗い出しを行った。

目標
ロジックツリーの手法による事業の施策体系化を実施し、事業の重なり、重複、断片化、不足
の確認を行うことに加えて、業務改善が必要な箇所の洗い出しを行い、業務を効率的に実施
する。

実施スケジュール

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

推進課 行政改革課 実施課 各所属

現状と課題

総合計画の各施策の目指す姿を達成するために、市の事業がどのような施策体系で実施され
ているのかを把握することが難しいことに加え、事業の重なり、重複、断片化、不足の確認の
手法がない。また、業務の効率化を推進するにあたり、業務改善が必要な箇所の洗い出しを
行う手法を見つける必要がある。

基本方針 1 効率的・効果的な行政経営の推進と市民サービスの向上

取組方針 ①実効的・効率的な行政運営の実施

取組項目 事業の重なり・重複・断片化・不足の発見の手法検討及び業務効率化
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№ 2 実施計画取組項目

　

　

基本方針 1 効率的・効果的な行政経営の推進と市民サービスの向上

取組方針 ①実効的・効率的な行政運営の実施

取組項目 経常経費の効率的な執行

推進課 会計課 実施課 各所属

現状と課題
令和８年１月から電子請求システム、令和８年４月から文書管理システムと連携した調書の
電子決裁化が導入される。これらの導入後は、業務フローの見直し等を行いながら、システ
ムを活用して経常経費の効率的な執行につなげていく必要がある。

目標
支出関連事務に係る効率的な執行に向けた電子請求システム等を導入し、システムを活用
していくことで経常経費の効率的な執行を図る。

実施スケジュール

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

成果を測る指標
・電子請求システム使用事業者数：5(2月末現在)
 ※　電子請求説明会の事業者周知・案内（主要事業者70社）及び参加者（うち28事業者）
・支払通知書の郵送代金：846,260円

・文書管理システム
と連携した調書の電
子決裁、電子請求シ
ステム導入に係る協
議・調整を行う。
・システムの使用方
法に関する職員説明
会及び電子請求シス
テムに関する事業者
説明会を開催する。

・電子請求システム
を使用する事業者数
を増やすための取組
を実施する。
・システムの運用状
況を踏まえながら、
支出関連事務の流
れを整理する。

・各課にシステム使
用に関して発生する
課題等の照会を行
い、システムの更な
る活用方法や使用
事業者の増加につ
ながる課題等を洗い
出す。
・システム運用に
沿った支出関連事務
に係る業務フローの
検討・作成を行う。

・令和９年度に整理
した課題に基づき、
業務改善を行う。
・令和９年度に作成
した支出関連事務に
係る業務フローの見
直しを実践する。

・令和１０年度の改
善後、新たに発生し
た課題を整理し、対
応する。
・支出関連事務に係
る業務フロー見直し
後の検証を行う。

成果を測る指標 電子請求システム使用事業者数及び支払通知書の郵送代金

令和７年度進捗状況

実施内容
・電子請求、電子決裁に係る庁内関係課との導入前協議・調整。
・電子請求（事業者向け）及び電子決裁（職員向け）に係る各説明会の開催。

今年度の新た
な取組

電子請求システム導入（令和８年１月から）

評価
理由及び課題

Ａ
今年度は導入直後として、事業者向け電子請求説明会等を通して本市導入の認
識をいただくとともに、事業者の利用メリットの強調等により各事業者がより積極
的な利用に向けて検討いただける機会とすることができた。

次年度以降の
対応方針

電子請求利用事業者数の拡大につながる取組の推進（事業者の理解・協力をいただけるよ
う各課からの関係事業者あて啓発等）

備考欄
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№ 3 実施計画取組項目

　

評価
理由及び課題

Ａ 人財育成基本方針に基づき、派遣研修や内部研修を実施した。

次年度以降の
対応方針

新たな人材育成基本方針を策定するとともに、それに対応した人事評価制度の見直しを行う。

備考欄

成果を測る指標
・市民満足度調査の回答：調査未実施
・職員満足度アンケートの回答：アンケート未実施

階層別研修、派遣研
修はもとより、内部研
修で時代にあった研
修を実施する。

・市民満足度調査、
職員満足度アンケー
トを実施し、その結果
に基づく人財育成基
本方針の改定を行
う。
・職員の職位を考慮
した人材育成の方針
を検討する。
・人事評価制度を活
用した人材育成の手
法の調査を行う。

・人財育成基本方針
に基づき、研修や
様々な取組を実施す
る。
・人事評価制度を活
用した人材育成の手
法案を作成する。
・職階別の内部研修
を充実させ、研修計
画を作成し、できるも
のから実施する。

・令和９年度の研修
や取組の効果を検証
する。
・人事評価制度を活
用した人材育成の手
法案を試行する。

・令和１０年度に実施
した人事評価制度を
活用した人材育成の
手法案の検証を行
う。
・市民満足度調査、
職員満足度アンケー
トを実施、結果を分析
し、人材育成の取組
の効果を検証する。

成果を測る指標
・市民満足度調査の回答
・職員満足度アンケートの回答

令和７年度進捗状況

実施内容 人財育成基本方針に基づき、各種研修等を実施した。

今年度の新た
な取組

・職員公募による「未来の近江八幡市を考えるチームおうみはちまん」の取り組みとして、海外
派遣研修を実施した。（イタリア、イギリス、アイルランド、スイス、ルワンダ、フィリピン）
・「地域経営部会」において、業務効率化を研修テーマに実践的に取り組んだ。

目標

職員が主体的に業務カイゼンや効率化を行うことができる、市民との対話や職員同士の対話
を適切に行い、助け合える、チャレンジを応援する風通しのよい組織風土を醸成する。また、人
事評価制度を活用した人材育成の手法案、職員の職位を考慮した人材育成の方針を検討す
る。

実施スケジュール

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

推進課 人事課 実施課 人事課

現状と課題
人財育成基本方針に基づき、各種研修等を実施している。時代の変化に対応できる職員の育
成のため、DX人材の育成と対話ができる職員の育成を進めていく必要がある。また、職員の
経験年数や職位に応じた行動、能力を考慮した体系的な人材育成を行う必要がある。

基本方針 1 効率的・効果的な行政経営の推進と市民サービスの向上

取組方針 ②時代の変化に対応できる人材育成と組織づくり

取組項目 人材育成の推進
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№ 4 実施計画取組項目

　

　

評価
理由及び課題

Ａ
計画どおりに取組を進めることができ、各種申請、報告手続のオンライン化及び事
務の効率化につなげることができた。

次年度以降の
対応方針

ローコードツール・ノーコードツールのさらなる活用促進を図るため、より高度な操作研修を実
施する。

備考欄

成果を測る指標 ローコードツール・ノーコードツールの利用件数（利用手続数）：３１

・ローコードツール・
ノーコードツールの導
入及び操作研修を実
施し、職員のスキル
アップを行う。
・継続したICTリテラ
シー向上のための啓
発を行う。

・より高度なローコー
ドツール・ノーコード
ツールの操作研修を
実施し、職員のスキ
ルアップを行う。
・継続したICTリテラ
シー向上のための啓
発を行う。

・ローコードツール・
ノーコードツールの活
用状況を調査し、傾
向等を分析する。
・継続したICTリテラ
シー向上のための啓
発を行う。

・前年度調査内容を
受け、更なるスキル
習得へのフォロー
アップを行う。
・継続したICTリテラ
シー向上のための啓
発を行う。

・ローコードツール・
ノーコードツールの活
用状況を調査し、傾
向等を分析する。
・継続したICTリテラ
シー向上のための啓
発を行う。

成果を測る指標 ローコードツール・ノーコードツールの利用件数

令和７年度進捗状況

実施内容
新たなローコード・ノーコードツールを導入したことによって、各種申請、報告手続のオンライン
化及び事務の効率化につなげることができた。また、導入事業者及び職員による操作研修を
実施し、職員のスキル向上とローコード・ノーコードツールの活用促進を図った。

今年度の新た
な取組

・新たなローコード・ノーコードツールの導入
・新たなローコード・ノーコードツールを活用した申請、報告手続のオンライン化
・操作研修会の開催

目標
職員のICTリテラシーを向上させ、市セキュリティを担保するとともに、様々なICTツールの技術
を習得する職員を育成し、事務の効率化を図る。

実施スケジュール

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

推進課 情報政策課、行政改革課 実施課 各所属

現状と課題
オンライン申請数は着実に増加している中で、その後の事務処理は変わらず書面で行ってい
るケースが多く、BPRまで至っていない。

基本方針 1 効率的・効果的な行政経営の推進と市民サービスの向上

取組方針 ②時代の変化に対応できる人材育成と組織づくり

取組項目 職員のICTリテラシーの向上
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№ 5 実施計画取組項目

　

　

評価
理由及び課題

Ａ
職員採用に係るプロモーションの強化策として、パンフレットの作成及び職員採用
専門ホームページを作成を行った。

次年度以降の
対応方針

職員採用専門ホームページの運用開始や職員採用の見直しにより、職員採用に係るプロモー
ションの強化をすすめる。

備考欄

成果を測る指標 職員満足度アンケートの回答：アンケート未実施

・職員採用に係るプ
ロモーションのための
業務委託契約手続を
行う。
・行政課題や重要施
策に対応した効果的
な人員の配置を行
う。

・職員採用に係る特
設サイトを開設し、運
用を開始する。
・職員のキャリアパス
を明確化する。
・ジョブローテーション
の目的、方針を明確
化する。
・職員満足度アン
ケートを実施し、それ
に基づく人材の効果
的な配置を実施する
（人財育成基本方針
の策定と併せて実施
する）。

・職員採用に係る特
設サイト運営後の効
果を検証する。
・キャリアパスに基づ
くジョブローテーショ
ンを試行する。

・職員採用に係る特
設サイト運営後の効
果を検証する。
・令和９年度に試行し
たジョブローテーショ
ンの課題の洗い出
し、改善案を検討す
る。

・職員採用に係る特
設サイトの改善策を
検討する。
・令和１０年度に検討
した改善案に基づく
ジョブローテーション
を実施する。

成果を測る指標 職員満足度アンケートの回答

令和７年度進捗状況

実施内容

・職員採用に係るプロモーションの強化策として、パンフレットの作成及び職員採用専門ホーム
ページの作成を行った。
・令和８年度における職員採用について、見直し等の検討を行った。
・行政課題や重要施策に的確に対応した人員配置を行った。

今年度の新た
な取組

職員採用専門ホームページの導入

目標
限られた人員を効果的に配置することにより、質の高い行政サービスの提供と市民ニーズに
的確かつ迅速に対応できる行政組織を目指す。また、職員採用に係るプロモーションを強化
し、人員の確保に努める。

実施スケジュール

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

推進課 人事課 実施課 人事課

現状と課題
専門職を含め人員の確保に努めているが、各分野において業務量が増大しているため、厳し
い人的環境にある。

基本方針 1 効率的・効果的な行政経営の推進と市民サービスの向上

取組方針 ②時代の変化に対応できる人材育成と組織づくり

取組項目 人材の効果的な配置
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№ 6 実施計画取組項目

　

　

評価
理由及び課題

Ｂ
男性の育児休業について取得の促進が図られている。時間外勤務については、削
減に係る具体的な取組の検討ができていない。

次年度以降の
対応方針

時間外勤務の削減について、原因の分析や具体的な対策の実施の検討を行う。

備考欄

成果を測る指標
・時間外勤務時間数：１人あたり年間約２００時間（令和６年度約２１３時間）
・男性職員の育児休業取得率：８１．８％（総合医療センターを除く。）

・仕事と家庭の両立
を支援するため、男
性職員の育児休業取
得促進やその他の取
組を検討する。

・仕事と家庭の両立
を支援するため、男
性職員の育児休業取
得促進やその他の取
組を検討する。
・アサイン表の活用
による業務にかかる
時間の把握を行い、
時間外勤務の原因の
分析及び事務能率の
確認を行う。

・令和７、８年度に検
討した仕事と家庭の
両立を支援するため
の取組を実施する。
・引き続き、アサイン
表の活用による業務
にかかる時間の把握
を行い、事務能率の
昨年度との比較を行
う。
・時間外勤務削減の
具体策を検討する。

・令和９年度に実施し
た仕事と家庭の両立
を支援するための取
組の効果を検証す
る。
・令和９年度に行った
事務能率の昨年度比
較の結果から積極的
に事務能率を向上さ
せる業務を洗い出
す。
・時間外勤務削減の
具体策を実施する。

仕事と家庭の両立を
支援するための取組
を推進するための方
策を検討する。
・令和１０年度に行っ
た積極的に事務能率
を向上させる業務の
改善に取り組む。
・時間外勤務削減の
具体策の効果を検証
する。

成果を測る指標
・時間外勤務時間数
・男性職員の育児休業取得率

令和７年度進捗状況

実施内容
仕事と家庭の両立を支援するため、該当者に「ハンドブック」を配布し男性職員の育児休業取
得促進を図るとともに、国家公務員に準じた制度の充実に取り組んだ。

今年度の新た
な取組

・職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正し、両立支援制度等の利用に係る意向
確認のための措置等を明文化した。
・部分休業について、現行に加え１年につき１０日取得できるよう制度の拡大を行った。

目標
職員一人一人のライフスタイルに応じた柔軟な働き方を推進し、ワークライフバランスの確立と
支援を通じて、事務能率と生産性の向上を目指す。

実施スケジュール

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

推進課 人事課、行政改革課 実施課 各所属

現状と課題 時間外勤務の削減について、原因の分析や具体的な対策の実施に至っていない。

基本方針 1 効率的・効果的な行政経営の推進と市民サービスの向上

取組方針 ②時代の変化に対応できる人材育成と組織づくり

取組項目 働き方改革の推進
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№ 7 実施計画取組項目

　

・コンビニ交付の利便
性向上に向けて検討
する。
・異動受付支援シス
テムの運用を定着さ
せる。
・窓口業務委託を開
始する。

・来庁者への窓口
サービスに関するア
ンケートを実施する。
・コンビニ交付の利便
性向上に向けた施策
を実施する。
・窓口業務委託の基
盤を安定化させる。

・来庁者への窓口
サービスに関するア
ンケートを実施する。
・異動受付支援シス
テムの更新に向けた
検討を行う。
・窓口業務委託の次
期契約に向けた検討
を行う。

・来庁者への窓口
サービスに関するア
ンケートを実施する。
・異動受付支援シス
テムを更新する。
・窓口業務委託の更
新を行う。

・来庁者への窓口
サービスに関するア
ンケートを実施する。
・異動受付支援シス
テムの運用を定着さ
せる。
・窓口業務委託の基
盤を安定化させる。

成果を測る指標

・令和７年度を基準とする来庁者の待ち時間の減少率
・コンビニ交付サービス利用率
・異動受付支援システムの利用率
・窓口サービスに関するアンケート結果

目標
コンビニ交付サービス、異動受付支援システム（書かない窓口）の更なる推進と窓口業務委託
による市民サービスの向上を目指す。

実施スケジュール

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

推進課 市民課 実施課 市民課

現状と課題
行かなくてよい、書かなくてよい、待たなくてよい窓口の推進を進めているものの、まだ十分な
成果が上がっていない。

基本方針 1 効率的・効果的な行政経営の推進と市民サービスの向上

取組方針 ③市民サービスの向上・効率化

取組項目 行かなくてよい、書かなくてよい、待たなくてよい窓口の推進
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評価
理由及び課題

Ａ

実施スケジュールどおり、計画を進めることが出来た。
コンビニ交付サービス利用率、異動受付支援システムの利用率が前年度と比較し
て上昇した。
窓口業務委託について、導入フェーズが終わり、待ち時間の短縮が図れている。

次年度以降の
対応方針

・実施スケジュールどおり、窓口サービスに関するアンケートを実施する。
・コンビニ交付の利便性向上に向け、本籍地証明交付サービスを実施する。
・窓口業務委託について、日々の課題を改善しながら、基盤の安定化に取り組む。

備考欄

成果を測る指標

・コンビニ交付サービスの利用率は、昨年度の平均４０．２％から４４．４％へ上昇した。
・異動受付支援システムの利用率は、住所異動手続きにおいて、昨年度の平均７７．１%から８
３．２％へ上昇した。
・窓口業務委託後の来庁者の番号札発券から受付までの待ち時間が、昨年の同時期と比較
し、約３３％減少した。

令和７年度進捗状況

実施内容

・コンビニ交付サービスについて、市広報、市ホームページ、市行政番組により認知率の向上
を図った。また、本籍地が本市にあれば、市外の方でも戸籍の証明書が取得できる本籍地証
明交付サービスについて検討した。
・異動受付支援システムについて、特殊なケースを除いては、システムの利用を徹底し、運用
の定着を図った。
・窓口業務委託について、令和７年１２月から本格稼働を開始した。

今年度の新た
な取組

窓口業務委託について、公募型プロポーザル方式により業者を選定し、令和７年１２月から本
格稼働を開始した。業務委託内容は、各種証明受付・出力・交付業務、住所異動受付・入力業
務、戸籍届出受付・住基入力業務、郵便請求業務、マイナンバー関連業務、フロア案内業務及
び付随する業務。
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№ 8 実施計画取組項目

　

市民、団体及び事業
者に対する手続にお
けるオンライン申請
可能な手続の割合、
各手続におけるオン
ライン申請の割合を
調査する。

オンライン申請の
フォーム作成のため
の研修会を実施す
る。

オンライン申請に関
するアンケート結果
に基づき、申請フォー
ムを改善する。
またオンライン申請
割合調査を再度実施
する。

申請後の決定通知を
オンラインで完結す
るための仕組みを検
討する。

申請後の決定通知を
オンラインで完結させ
る。
またオンライン申請
割合調査の再実施を
行う。

成果を測る指標
・市民、団体及び事業者に対する手続におけるオンライン申請可能な手続の割合
・各手続におけるオンライン申請の割合

目標
申請から決定通知まで一連の流れをペーパーレスかつオンラインで完結できる仕組みとし、オ
ンライン申請の利便性を向上させ、市民サービスの向上につなげる。また、オンライン申請可
能な手続、市民等からのオンラインによる申請の割合が増加するよう推進する。

実施スケジュール

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

推進課 情報政策課、行政改革課 実施課 各所属

現状と課題
市民、団体及び事業者に対する手続におけるオンライン申請可能な手続の割合、市民等から
のオンラインによる申請の割合が把握されていない。また、オンライン申請後の一部事務処理
や決定通知等は紙で行っている状況にある。

基本方針 1 効率的・効果的な行政経営の推進と市民サービスの向上

取組方針 ③市民サービスの向上・効率化

取組項目 オンライン申請の推進
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評価
理由及び課題

Ａ

・計画どおりに取組を進めることができた。しかし、オンライン申請が可能な手続の
割合や各手続におけるオンライン申請の利用率は低く、さらなる推進が必要であ
る。
・申請から決定通知までの一連の手続をペーパーレスかつオンラインで完結できる
仕組みを実践することができた。今後は、この仕組みをさらに拡大していく必要があ
る。

次年度以降の
対応方針

・オンライン申請可能な手続の割合及び各手続におけるオンライン申請の利用率を向上させる
ため、申請フォーム作成研修会を開催する。
・申請から決定通知までの一連の流れをペーパーレスかつオンラインで完結できる仕組みを拡
大するために、研修会を開催する。

備考欄

成果を測る指標

・市民、団体及び事業者に対する手続（市が受付する手続）におけるオンライン申請可能な手
続の割合：４４．３％
・各手続におけるオンライン申請の割合：６４.８％
※　対面による手続が必要である等、オンライン申請不可の手続を除く。

令和７年度進捗状況

実施内容

・市民、団体及び事業者に対する手続（市が受付する手続）におけるオンライン申請可能な手
続の割合、各手続におけるオンライン申請の割合に関する調査を行った。
・申請から決定通知までの一連の流れをペーパーレスかつオンラインで完結できる仕組みを実
践し、オンライン申請の利便性の向上を図った。

今年度の新た
な取組

・オンライン申請可能な手続の割合、各手続におけるオンライン申請の割合に関する調査の実
施
・申請から決定通知までの一連の流れをペーパーレスかつオンラインで完結できる仕組みの
実践
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№ 9 実施計画取組項目

　

　

基本方針 2 持続可能な財政運営の確立

取組方針 ①市税等の収納率向上や新たな収入確保による歳入の維持

取組項目 費用対効果を考慮した収納方法の検証

推進課 会計課 実施課 会計課

現状と課題
市税等公金に係る納付方法を拡大することにより、公金収納率の向上を図る必要がある。
また、収納方法ごとに手数料が異なっていることや値上げの状況を注視しながら、費用対効
果を考慮した収納方法を検証する必要がある。

成果を測る指標 金融機関窓口、コンビニ、ゆうちょ、eLTAX、口座振替等の各収納方法別の公金収納件数

目標
収納率向上のため、市税等の納付方法（口座振替、eLTAX、二次元コード等）を拡大する。
また、費用対効果を考慮した収納方法を検証する。

実施スケジュール

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

・eLTAXを通じた電
子納付（二次元コー
ド付き納付書による）
拡充に対応するた
め、財務会計システ
ムの改修を行う。
・費用対効果を考慮
した収納方法の検討
に向けた情報を収集
する。

・財務会計システム
から発行の納付書に
二次元コードを実装
する。
・費用対効果を考慮
した収納方法の割合
を向上させる方策を
関係課とともに検討
する。

費用対効果を考慮し
た収納方法の割合を
向上させる方策の実
施を関係課とともに
取り組む。

費用対効果を考慮し
た収納方法の割合を
向上させる方策の実
施の効果を検証す
る。

令和１０年度の検証
結果に基づく改善案
を検討し、関係課と
ともに取り組む。

令和７年度進捗状況

実施内容
・eLTAXを通じた電子納付拡充のための財務会計システムの改修
・国の全国自治体対象の公金電子納付関係web会議等への参加（情報収集等）

今年度の新た
な取組

eLTAXを通じた電子納付拡充のための財務会計システムの改修

評価
理由及び課題

Ａ

・財務会計システム改修の実施
・公金電子納付関係web会議参加や他市の状況からの情報収集等を行いなが
ら、今後に向けたeL-QRコード付き納付書レイアウトを検討し決定することができ
た。

次年度以降の
対応方針

システム改修後の全国レベルの連動試験対応、eL-QRコード付き納付書の実装。また、収
納方法別の公金収納件数の具体的な集計作業やより効果的な収納率向上に向けた検討等
を関係課とともに取り組んでいく。

成果を測る指標
金融機関窓口、コンビニ、ゆうちょ、eLTAX、口座振替等の各収納方法別の公金収納件数：
（令和７年度）金融機関窓口 96,643件、コンビニ 77,425件、ゆうちょ 18,112件、eLTAX 40,687
件 、口座振替 32,563件

備考欄
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№ 10 実施計画取組項目

　

評価
理由及び課題

Ａ
収納率の向上に向けた取組を実施し、前年度並みの収納率を確保できる見込みであること
と、次年度に、迅速で効率的・効果的な滞納処分を実施するためのシステム導入を決定した
ため。

次年度以降の
対応方針

・口座振替を勧奨する。　・市県民税のeLTAXの運用を開始し、周知を行う。
・費用対効果を考慮した収納方法の割合を向上させる方策を検討する。
・催告書の発送及び訪問徴収を実施する。
・迅速で効率的・効果的な滞納処分を実施するためのシステムを導入する。

備考欄

成果を測る指
標

納付方法別の収納割合：口座振替28.54％、銀行・ゆうちょ銀行29.29％、
コンビニエンス・ストア 20.37%、共通納税（電子納付等）18.59％、その他3.21％
収納率：99.40％（現年分）                                                   (数値は令和6年度実績値)

・口座振替を勧奨する。
・費用対効果を考慮し
た収納方法を検証す
る。
・市県民税のeLTAXの
運用を開始し、周知を
行う。
・催告書を発送する。
・訪問徴収を行う。
・関係各課との連携を
強化する。
・効率的・効果的な滞納
処分を実施するための
手段を検討する。

・口座振替を勧奨する。
・費用対効果を考慮し
た収納方法の割合を向
上させる方策を検討す
る。
・催告書を発送する。
・訪問徴収を行う。
・関係各課との連携を
強化する。
・効率的・効果的な滞納
処分を実施するための
システムを導入する。

・口座振替を勧奨する。
・費用対効果を考慮し
た収納方法の割合を向
上させる方策を実施す
る。
・催告書を発送する。
・訪問徴収を行う。
・関係各課との連携を
強化する。
・効率的・効果的な滞納
処分を実施する。

・口座振替を勧奨する。
・費用対効果を考慮し
た収納方法の割合を向
上させる方策を実施し、
効果を検証する。
・催告書を発送する。
・訪問徴収を行う。
・関係各課との連携を
強化する。
・効率的・効果的な滞納
処分を実施する。

・口座振替を勧奨する。
・費用対効果を考慮し
た収納方法の勧奨を継
続して行い、効果的な
納付方法の収納割合
向上に努める。
・催告書を発送する。
・訪問徴収を行う。
・関係各課との連携を
強化する。
・効率的・効果的な滞納
処分を実施する。

成果を測る指標 納付方法別の収納割合と収納率

令和７年度進捗状況

実施内容

・費用対効果を考慮した収納方法を検証した。
・催告書等を発送した。
・訪問徴収を実施した。
・効率的・効果的な滞納処分を実施するための手段を検討した。

今年度の新た
な取組

・関係各課との連携を強化した。
・迅速で効率的・効果的な滞納処分を実施するためのシステム導入を決定し、新年度に導入予算を計上
した。

目標 収納率の向上及び効果的な納付方法の推進と収納割合の向上に努める。

実施スケジュール

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

推進課 収納課 実施課 収納課

現状と課題
市税の確実な納付の推進に取り組む中で、様々な納付方法があるため、費用対効果を考慮し
た収納方法の検証と効果的な納付方法の推進が必要である。

基本方針 2 持続可能な財政運営の確立

取組方針 ①市税等の収納率向上や新たな収入確保による歳入の維持

取組項目 費用対効果を考慮した収納方法の検証
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№ 11 実施計画取組項目

　

・口座振替を勧奨す
る（案内チラシの同
封、国保加入時の口
座振替の案内）。
・催告書を発送する
（現年分３回）。
・訪問徴収を行う。
・収納課との連携を
強化する。
・費用対効果を考慮
した収納方法を検証
する。

・口座振替を勧奨す
る（案内チラシの同
封、国保加入時の口
座振替の案内）
・催告書を発送する
（現年分３回）。
・訪問徴収を行う。
・収納課との連携を
強化する。
・eLTAXのシステム
改修、事前周知を行
う。
・外国人収納対策シ
ステムの改修を行う。
・費用対効果を考慮
した収納方法の割合
を向上させる方策を
検討する。

・口座振替を勧奨す
る（案内チラシの同
封、国保加入時の口
座振替の案内）。
・催告書を発送する
（現年分３回）。
・訪問徴収を行う。
・収納課、外部関連
機関との連携を強化
する。
・eLTAXの運用を開
始し、利用状況の把
握、利用の勧奨を行
う。
・外国人収納対策シ
ステムの運用を開始
する。
・費用対効果を考慮
した収納方法の割合
を向上させる方策を
実施する。

・口座振替を勧奨す
る（案内チラシの同
封、国保加入時の口
座振替の案内）。
・催告書を発送する
（現年分３回）。
・訪問徴収を行う。
・収納課、外部関連
機関との連携を強化
する。
・eLTAXの利用状況
の把握、利用の勧奨
を行う。
・外国人収納対策シ
ステムの運用状況を
把握する。
・費用対効果を考慮
した収納方法の割合
を向上させる方策を
実施し、効果を検証
する。

・口座振替を勧奨す
る（案内チラシの同
封、国保加入時の口
座振替の案内）。
・催告書を発送する。
（現年分３回）
・訪問徴収を行う。
・収納課、外部関連
機関との連携を強化
する。
・eLTAXの利用状況
の把握と分析、利用
の勧奨を行う。
・外国人収納対策シ
ステムの運用状況を
把握する。
・費用対効果を考慮
した収納方法の勧奨
を継続して行い、効
果的な納付方法の収
納割合向上に努め
る。

成果を測る指標
・国民健康保険料・後期高齢者医療保険料　現年分収納率と納付方法別の収納割合
・国民健康保険料・後期高齢者医療保険料　口座振替登録者数
・（運用開始後）地方税ポータルサイトからの納付件数

目標
負担の公平公正に努め、保険料の収納率を向上させる。また、費用対効果を考慮した収納方
法を検証する。

実施スケジュール

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

推進課 保険年金課 実施課 保険年金課

現状と課題

納付方法の多様化により、近年ではコンビニ納付の他にスマホ決済やクレジット納付といった
ものが増加している。令和９年４月からの地方税ポータルシステムでの保険料収納の開始によ
り、収納方法がさらに増えることになり、今後はその利用状況を把握し利便性を分析するととも
に、各納付方法における手数料の値上げの状況を注視しながら、費用対効果を考慮した収納
方法を検証する必要がある。納付期限までの確実な納付につなげるため口座振替の案内を継
続的に行っているが、登録については近年の実績をみると伸び悩んでいる部分がある。

基本方針 ２ 持続可能な財政運営の確立

取組方針 ①市税等の収納率向上や新たな収入確保による歳入の維持

取組項目 費用対効果を考慮した収納方法の検証
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評価
理由及び課題

Ｂ
収納率については、前年度同月時と比較し微減となった。口座振替登録件数につ
いては、その割合は前年度とほぼ同値となり、計画通り進捗しているが、目標をや
や下回った。

次年度以降の
対応方針

次年度以降、新たな収納方法導入に向けてのシステム改修等が予定されており、既に運用し
ている課からの情報入手やシステム改修における進捗状況の管理を行い、円滑な運用開始に
向けて市民周知等を行うことで、新たな収納方法の利用が広がるよう取り組んでいく。

備考欄

成果を測る指標

・国民健康保険料・後期高齢者医療保険料　現年分収納率と納付方法別の収納割合
　（２月末収納率）国保：78.26％（前年度比0.52％減）　後期：99.5％（前年度比0.1％減）
　（納付方法）国保は口座振替が最多、後期は年金特徴が最多で口座振替は２番目
・国民健康保険料・後期高齢者医療保険料　口座振替登録者数
　（登録割合）国保：40.8％（前年度比0.1％減）　後期：普通徴収対象者の口座振替登録割合
49.1％（年金特徴への切替が多い年のため前年度比較はしない）

令和７年度進捗状況

実施内容

・継続的に口座振替の勧奨を行った。
・未納である保険料別（現年のみ・過年のみ・現年過年両方）に催告書の発送を年３回行った。
・分納誓約が不履行となっている対象者についても不履行回数に応じて、不履行通知を発送し
た。
・訪問徴収を行った。
・当課にて財産を発見した際には滞納処分担当課への情報提供を行った。

今年度の新た
な取組

・催告書発送について、未納年度や保険資格の有無によって区別しながら発送し、どの区分に
該当する滞納者が納付や相談に繋がりやすいのかを検証した。
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№ 12 実施計画取組項目

　

評価
理由及び課題

Ｂ 計画どおりに取組を進めることができたが、口座振替率の向上には至らなかった。

次年度以降の
対応方針

次年度から金融機関での窓口収納手数料およびコンビニ収納手数料が増額となるので、口座
振替の勧奨に努めたい。また、費用対効果を考慮した収納方法の検証を実施する。

備考欄

成果を測る指標

令和７年４月１日～令和７年１２月３１日の収納において、納付方法別の納付実績（件）からみ
る割合は、納付書：３６．１％、コンビニ：３３．６％、口座振替：２７．４％、スマホ：２．９％となっ
た。
収納率：６６．４５％（令和７年度現年分普通徴収　収納率）
※　令和７年１２月末現在

・費用対効果を考慮
した収納方法の検証
を実施する。
・口座振替の勧奨を
行う。

・費用対効果を考慮
した収納方法の検証
を実施する。
・口座振替の勧奨を
行い、令和８年度か
ら増額となる窓口収
納の費用を抑える。

・令和７・８年度の検
証内容に基づき、収
納方法ごとの手数料
額と収納額をまとめ
る。
・口座振替の勧奨を
行う。

・令和７・８年度の検
証内容、令和９年度
の手数料額と収納額
に基づき、効果的な
収納方法を推進す
る。

・令和１０年度に推進
した効果的な収納方
法を継続して行い、よ
り費用対効果を得ら
れるよう努める。

成果を測る指標
・納付方法別の収納割合と収納率
・口座振替率

令和７年度進捗状況

実施内容
口座振替の推奨を図るため、65歳年齢到達や転入等で新たに賦課する際の口座振替案内文
を送付した。また、窓口納付に来庁された方にも口座振替の勧奨を積極的に行った。

今年度の新た
な取組

公金収納における納付方法別の納付実績を確認した。

目標
上記の現状と課題を踏まえて、介護保険料の現年分普通徴収収納率の向上を目指す。また、
費用対効果を考慮した収納方法の検証を実施する。

実施スケジュール

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

推進課 介護保険課 実施課 介護保険課

現状と課題

介護保険料は、介護保険事業の根幹を成す財源であり、公平公正の観点からも収納率の向
上に努める必要がある。介護保険の資格取得（65歳年齢到達、転入等）後、すぐには年金から
の特別徴収が開始されない。おおむね半年～1年程度は普通徴収にて納付をする。年金から
の特別徴収には条件（例：年金が年額18万円以上等）もあり、年金機構と情報連携を行い、情
報が一致すれば年金からの特別徴収となる。 普通徴収の調定額は全体の約８％未満ではあ
るが、上記の理由により普通徴収で納付する人は毎年一定数が必ず存在する。収納率向上の
ためには、普通徴収での収納率向上が重要である。また、様々な納付方法があるため、手数
料の値上げの状況を注視しながら、費用対効果を考慮した収納方法を検証する必要がある。

基本方針 2 持続可能な財政運営の確立

取組方針 ①市税等の収納率向上や新たな収入確保による歳入の維持

取組項目 費用対効果を考慮した収納方法の検証

18 ページ



№ 13 実施計画取組項目

　

評価
理由及び課題

Ａ
収納割合は口座振替が高い水準となっている。収納率もコンビニ速報を除いた状
態で約９７％となっているが、特定の対象者が継続して滞納となっており催告への
反応もないため他の納付催促の方法の検討が必要である。

次年度以降の
対応方針

令和７年度の実施内容を継続して行う。現在、納付書で支払いしている対象者への口座振替
への切替を推進する。
継続して滞納となっている対象者に対して、分割納付などの納付につなげる方法を検討する。

備考欄

成果を測る指標

納付方法別の収納割合：口座振替９１．７９％、コンビニ５％、スマホ決済２．７％、窓口納付０．
５％
科目別の収納率：保育料（公立）９９．４５％、保育料（私立）９９．０３％、保育料（広域私立）９
３．０８％

・新規入所・入園者に
口座振替依頼書を配
布する。
・費用対効果を考慮
した収納方法を検証
する。

・新規入所・入園者に
口座振替依頼書を継
続して配布する。
・費用対効果を考慮
した収納方法を検証
する。

・WEBでの口座振替
登録を検討し、関係
課との協議を行う。
・費用対効果を考慮
した収納方法を検証
する。

・WEBでの口座振替
登録について実施ス
ケジュールを検討す
る。
・費用対効果を考慮
した収納方法を検証
する。

・WEBでの口座振替
登録を実施する。
・費用対効果を考慮
した収納方法を検証
する。

成果を測る指標 納付方法別の収納割合と収納率

令和７年度進捗状況

実施内容

・令和８年４月からの新規入所・入園者に対して、契約通知の発送時または在園予定施設の健
康診断時に口座振替依頼書の配布を行った。
・利用者負担の公平性・公正性の確保のため、在園施設を経由し期限内に納付がない対象者
に対して督促・未納通知の配布を行い、さらに納付のない対象者に対して催告の配布を行っ
た。

今年度の新た
な取組

督促・未納通知の対象者で他の期別に未納がある場合に、催告より文言を和らげた内容で納
付書の同封を行った。

目標
利用者負担の公平性・公正性の確保のために収納率向上を図る。また、納付方法の中で手数
料が最も低い口座振替での納付方法を引き続き推進するが、手数料の値上げ状況を注視しな
がら、費用対効果を考慮した収納方法を検証する。

実施スケジュール

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

推進課 幼児課 実施課 幼児課

現状と課題

現年度の利用者負担額は、振替不能者及び督促対象者への通知配布を利用施設から実施す
ることで、ほぼ１００％の収納率となっている。また、市が徴収を行う公立・私立の利用者負担
額の収納方法は、施設と連携し口座振替依頼書の配布により、ほとんどが口座振替となって
いる（令和６年度時点：約８８％）。一方、現年度内に徴収できず滞納繰越となった利用者負担
額の収納率は低い状況となっている。また、様々な納付方法があり、手数料の値上げ状況を
注視しながら、費用対効果を考慮した収納方法を検証する必要がある。

基本方針 2 持続可能な財政運営の確立

取組方針 ①市税等の収納率向上や新たな収入確保による歳入の維持

取組項目 費用対効果を考慮した収納方法の検証
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№ 14 実施計画取組項目

　

　

評価
理由及び課題

Ａ
今後も収納率の向上の取り組みを継続する。
（令和８年１月末現在　住宅使用料現年分収納率　９０．５７％　前年度同月比＋１．
１３％ 令和７年度住宅使用料現年分収納率　９１．８９％見込み）

次年度以降の
対応方針

引き続き催告書や来庁依頼書送付の更なる徹底強化を行い、滞納者への納付勧奨を行うなど
徴収強化の取り組みを行う。また、長期にわたって納付誓約に応じない滞納者に対して、納付
誓約の取り付けに向けて、徴収強化を行う。

備考欄

成果を測る指標 住宅使用料の現年分収納率：８９．４４％

・住宅使用料の現年
分収納率９１．８７％
を目指す。
・年１回以上の催告
書の発送、分納誓約
の取付けを行う。

・住宅使用料の現年
分収納率９１．９０％
を目指す。
・年１回以上の催告
書の発送、分納誓約
の取付けを行う。

・住宅使用料の現年
分収納率９１．９４％
を目指す。
・年２回以上の催告
書の発送、分納誓約
の取付けを行う。

・住宅使用料の現年
分収納率９１．９７％
を目指す。
・年２回以上の催告
書の発送、分納誓約
の取付けを行う。

・住宅使用料の現年
分収納率９２．００％
を目指す。
・年間を通して、随時
催告書の発送、分納
誓約の取付けを行
う。

成果を測る指標 住宅使用料の現年分収納率

令和７年度進捗状況

実施内容
催告書や来庁依頼書を定期的に発送し、納付勧奨を行う。滞納者に対しては分割納付誓約を
取付け、収納率の向上を目指す。

今年度の新た
な取組

県外まで訪問徴収をした。

目標 利用者負担の公平性を確保するため、住宅使用料の現年分収納率の向上を目指す。

実施スケジュール

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

推進課 市営住宅課 実施課 市営住宅課

現状と課題
催告書の発送や分納による納付方法の取付けに努めているが、令和６年度住宅使用料現年
分収納率が９１．８３％であった。また、効果的な収納方法の検討が必要である。

基本方針 2 持続可能な財政運営の確立

取組方針 ①市税等の収納率向上や新たな収入確保による歳入の維持

取組項目 費用対効果を考慮した収納方法の検証
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№ 15 実施計画取組項目

　

　

評価
理由及び課題

Ａ
自主財源確保推進員が積極的に広告掲載の営業活動を遂行したことにより、令和
７年度の全体の広告収入は前年度に比べ微増した。

次年度以降の
対応方針

公共施設や他部署における資産活用も含めて広告事業の拡大展開を模索し、新たな収入源
が確保できるように検討していく。

備考欄

成果を測る指標 新規広告掲載件数：６件

・広報掲載の営業活
動を行う。
・新たな広告媒体を
検討する。

・広報掲載の営業活
動を行う。
・新たな広告媒体を
検討する。

・広報掲載の営業活
動を行う。
・新たな広告媒体を
検討する。

・広報掲載の営業活
動を行う。
・新たな広告媒体を
検討する。

・広報掲載の営業活
動を行う。
・新たな広告媒体を
検討する。
・令和１０年度の実施
内容に基づき、業務
改善を行う。

成果を測る指標 広告掲載料収入額

令和７年度進捗状況

実施内容
・広報紙等の広告掲載の営業、広告収入の確保
・新たな広告媒体の検討

今年度の新た
な取組

新庁舎や新野球場といった新たな市施設の開設に向けて新規開拓の営業をし、広報紙掲載
等の新規掲載に取り組んだ。

目標 営業活動により広告収入を確保する。更なる収入確保に向けた新たな広告媒体を検討する。

実施スケジュール

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

推進課 管財契約課 実施課 管財契約課

現状と課題
営業活動を通じて発行物・ホームページ等への広告掲載を推進しており、広告収入の確保に
努めている。更なる収入確保に向け、新たな広告媒体を模索していく必要がある。

基本方針 2 持続可能な財政運営の確立

取組方針 ①市税等の収納率向上や新たな収入確保による歳入の維持

取組項目 広告収入の確保
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№ 16 実施計画取組項目

　

　

評価
理由及び課題

Ａ 計画どおり進捗しており、目標を達成している。

次年度以降の
対応方針

次年度以降は意向調査の結果を基に募集施設を一覧化して事業者に対して周知を実施する
方針である。また施設特定型の導入済み施設に関する効果検証を行い、制度利用の拡充を進
めていく。

備考欄

成果を測る指標
・ネーミングライツパートナー数：１
・ネーミングライツによる収入額：年間４４０万円（税込）

・他市有効活用事例
の調査を行い、事例
を庁内に周知する。
・施設特定型のネー
ミングライツパート
ナーを募集する施設
等について、各課へ
の意向調査を行う。
・事業者に対して、提
案型のネーミングライ
ツ制度の周知を行
う。

・施設特定型の導入
済み施設に関する効
果検証を行う。
・施設特定型のネー
ミングライツパート
ナーを募集する施設
等について、各課へ
の意向調査を行う。
・事業者に対して、提
案型のネーミングライ
ツ制度の周知を行
う。

・効果検証結果に基
づき、ネーミングライ
ツ制度の改定を検討
する。

・施設特定型のネー
ミングライツパート
ナーを募集する施設
等について、各課へ
の意向調査を行う。
・事業者に対して、提
案型のネーミングライ
ツ制度の周知を行
う。
・新たな収入確保策
を検討する。

・施設特定型の導入
済み施設における次
期ネーミングライツ
パートナーの募集を
行う。
・施設特定型のネー
ミングライツパート
ナーを募集する施設
等について、各課へ
の意向調査を行う。
・事業者に対して、提
案型のネーミングライ
ツ制度の周知を行
う。
・新たな収入確保策
を検討する。

成果を測る指標
・ネーミングライツパートナー数
・ネーミングライツによる収入額

令和７年度進捗状況

実施内容
・他市有効活用事例の調査を行い、事例を庁内に周知した。
・ネーミングライツパートナーを募集する施設等について、各課への意向調査を行った。

今年度の新た
な取組

施設特定型に限らず、提案型についてもネーミングライツパートナーを募集する施設等につい
て、各課へ意向調査を行った。

目標
ネーミングライツを導入する施設等を増やし、収入確保につなげる。また随時、新たな収入確
保策を検討する。

実施スケジュール

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

推進課 行政改革課 実施課 各所属

現状と課題
施設特定型のネーミングライツパートナーを募集する施設等を挙げられていない。提案型の
ネーミングライツパートナーの申込みがなく、制度の周知が必要である。

基本方針 2 持続可能な財政運営の確立

取組方針 ①市税等の収納率向上や新たな収入確保による歳入の維持

取組項目 新たな収入の確保
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№ 17 実施計画取組項目

　

・庁内推進体制の整
備・制度の理解促進と
職員研修を実施する。
・寄附対象となる地方
創生事業を整理する。
・市ホームページ等で
の情報発信を強化す
る。

・庁内推進体制の整
備・制度の理解促進と
職員研修を実施する。
・寄附対象となる地方
創生事業を整理する。
・市ホームページ等で
の情報発信を強化す
る。

・制度の周知を拡充す
る。
・寄附企業との関係づく
りを行う。

・制度の周知を拡充す
る。
・寄附企業との関係づく
りを行う。

・制度の周知を拡充す
る。
・寄附企業との関係づく
りを行う。

成果を測る指標 寄附件数、寄附企業数、寄附金額

目標
・企業版ふるさと納税を通じた寄附の拡大と官民連携による地域活性化の促進
・年間寄附額及び寄附企業数の増加を図り、市の地方創生事業に活用できる新たな財源を確
保する。

実施スケジュール

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

推進課 企画課 実施課 各所属

現状と課題

　近江八幡市では、企業版ふるさと納税制度を活用した寄附の受入れを進めているが、現時
点では寄附実績が少なく、制度の活用が十分に進んでいない状況にある。
　主な要因として、市内外の事業所への制度周知が十分に行き届いていないことが挙げられ
る。制度自体の認知度が低く、企業側が「どのような事業に寄附できるのか」、「どのような手続
が必要なのか」を理解しづらい状況にあるため、寄附の申出につながりにくい。
　また、庁内においても、寄附を受ける際の申請フローや内部調整の手順が確立されていない
ことから、担当課が企業からの相談にスムーズに対応できないという課題があり、組織としての
推進体制が十分に整っていない。

基本方針 2 持続可能な財政運営の確立

取組方針 ①市税等の収納率向上や新たな収入確保による歳入の維持

取組項目 新たな収入の確保

23 ページ



　

評価
理由及び課題

Ｂ

令和７年度は寄附件数・寄附企業数・寄附金額ともに過去最高を更新することができた。一
方で、寄附件数の増加に伴い、各所属において企業版ふるさと納税に関する相談や提案が
あった際の対応について、企画課が担う事項と各所属が担う事項の整理や、制度活用に至
るまでの手続の流れが十分に確立されていない状況にある。このため、庁外への周知に加
え、庁内においても制度の周知及び理解の促進を図るとともに、事業完了までの手続や役
割分担を整理し、地方創生事業に活用可能な財源のさらなる確保に努める必要がある。

次年度以降の
対応方針

・庁内推進体制の整備・制度の理解促進と職員研修を実施する。
・企業版ふるさと納税に係る事務手続（マニュアル）の検討・整理
・寄附対象となる地方創生事業を整理する。
・市ホームページ等での情報発信を強化する。

備考欄

成果を測る指標
寄附件数：６件
寄附企業数：４件
寄附金額：７，０１８，３２０円

令和７年度進捗状況

実施内容
近江八幡市では、企業版ふるさと納税（地方創生応援税制）を活用し、国の認定を受けた地域
再生計画に基づく地方創生事業への寄附を募集している。寄附企業に対しては、ホームペー
ジでの企業名公表や感謝状の贈呈などを行い、企業の社会貢献活動の発信につなげている。

今年度の新た
な取組

近江八幡市では、企業版ふるさと納税の活用促進を図るため、令和7年4月から寄附企業に対
するベネフィットを設定し、寄附額に応じて企業名の公表や感謝状の贈呈式等を行った。これ
により企業の社会貢献活動の発信を強化し、企業との連携による地方創生の推進を図ること
ができた。
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№ 18 実施計画取組項目

　

　

基本方針 2 持続可能な財政運営の確立

取組方針 ①市税等の収納率向上や新たな収入確保による歳入の維持

取組項目 基金の運用

推進課 会計課 実施課 会計課

現状と課題
公共施設整備等により基金残高の減少が見込まれる中、関係法令に基づき各金融機関等
への預金等、安全・確実かつ効率的な運用を行う必要がある。

成果を測る指標 公金管理運用検討委員会の開催、運用利率、債券運用額

目標
金利動向の変化や基金残高状況を踏まえながら、安全性を最優先としつつ、収益性を考慮
した基金運用を行う。

実施スケジュール

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

公金管理運用方針
検討委員会において
運用先等の検討を
行い、基金の効果的
な運用を図る。

・公金管理運用方針
検討委員会において
運用先等の検討を
行い、基金の効果的
な運用を図る。
・証券会社等から金
利動向や債権市場
の動向について情報
収集を行い、より効
果的な運用ができる
よう調査研究する。

証券会社等から金
利動向や債権市場
の動向について情報
収集を行い、効果的
な運用ができる仕組
みを調査研究する。

証券会社等から金
利動向や債権市場
の動向について情報
収集を行い、効果的
な運用ができる仕組
みを調査研究する。

基金の効果的な運
用ができる仕組みを
構築する。

令和７年度進捗状況

実施内容
公金管理運用検討委員会を開催し、債券購入の検討を行い、滋賀県公募公債購入を決定し
た。

今年度の新た
な取組

-

評価
理由及び課題

Ａ
公金管理運用検討委員会を開催し、滋賀県公募公債購入を決定。適正に手続き
を行い、昨年度より利率があがった債権を購入することができた。（R6：1.120％→
R7：1.820％）

次年度以降の
対応方針

基金の取り崩し等により、債券購入がどれくらいできるのか、次年度の公金管理運用検討委
員会に諮り決定する。金利動向や債権市場の動向について情報収集を行い、より効果的な
運用ができるよう調査研究する。

成果を測る指標
公金管理運用検討委員会の開催：２回
運用利率：1.820％
債券運用額：２億円

備考欄

25 ページ



№ 19 実施計画取組項目

　

評価
理由及び課題

Ａ
財政見通し対象期間中の地方債現在高比率、積立金現在高比率、実質赤字比
率、実質公債費比率、将来負担比率の各指標について、中期財政計画策定時の
当初見通しの見込みより良化した。

次年度以降の
対応方針

次年度以降についても、各指標についての目標を定め、中期財政計画を毎年見直す。特に大
型施設整備事業が続くため、中期財政計画の目標設定に基づく財政指標を維持できる予算編
成を行う。

備考欄

成果を測る指標

・地方債現在高比率　（目標水準）１５０以下（令和６年度決算）９８．９
・積立金現在高比率　（目標水準）５０以上（令和６年度決算）１４２．２
・実質公債費比率　（目標水準）５．６以下（令和６年度決算）０．０
・将来負担比率　（目標水準）６．３以下（令和６年度決算）―
・実質赤字比率　（目標水準）―（令和６年度決算）―

・令和７年度から令和
１１年度までの中期
財政計画を新規策定
する。
・中期財政計画の目
標設定に基づく財政
指標を維持できる財
政運営を実施する。

・中期財政計画の目
標設定に基づく財政
指標を維持できる財
政運営を実施する。
・決算状況、事業の
進捗、社会情勢、制
度改正に基づき財政
見通しを毎年度見直
す。

・中期財政計画の目
標設定に基づく財政
指標を維持できる財
政運営を実施する。
・決算状況、事業の
進捗、社会情勢、制
度改正に基づき財政
見通しを毎年度見直
す。

・中期財政計画の目
標設定に基づく財政
指標を維持できる財
政運営を実施する。
・決算状況、事業の
進捗、社会情勢、制
度改正に基づき財政
見通しを毎年度見直
す。

・中期財政計画の目
標設定に基づく財政
指標を維持できる財
政運営を実施する。
・決算状況、事業の
進捗、社会情勢、制
度改正に基づき財政
見通しを毎年度見直
す。

成果を測る指標 目標とする指標基準の達成項目数

令和７年度進捗状況

実施内容
令和６年度決算状況や社会情勢の変化を中期財政計画の見直しに反映させたほか、交付税
措置の低い市債発行の抑制、財政調整基金、減債基金の適正な管理を行い、地方債現在高
の縮減、積立金現在高の確保等に取り組んだ。

今年度の新た
な取組

令和７年度から令和１１年度までの中期財政計画を新規策定した。

目標

高い水準の健全財政基盤の確立に向けて、市債と基金の指標を重視し、以下の指標について
中期財政計画の中で基準を設け、目標とする。
・地方債現在高比率
・積立金現在高比率
・実質公債費比率
・将来負担比率
・実質赤字比率

実施スケジュール

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

推進課 財政課 実施課 財政課

現状と課題
物価上昇に伴う各種経費の増大や大型施設整備の進展により、より厳格な財政指標の管理
が求められている。

基本方針 2 持続可能な財政運営の確立

取組方針 ②歳入に見合った歳出の維持

取組項目 財政指標の適正管理
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№ 20 実施計画取組項目

　

　

評価
理由及び課題

Ａ 事業計画に基づいた事業を実施できた。

次年度以降の
対応方針

各団体が抱えている課題等を共有し、既存事業そのもの意義（必要性・公益性）、採算性等に
ついて改めて検討を行う。

備考欄

成果を測る指標
両団体の設置目的に沿った事業の実施数
（一財）ハートランド推進財団：１１事業
（公財）近江八幡市国際協会：１２事業

・各団体の実績報告
書類を確認し、運営
状況を確認・把握す
る。

・各団体が抱えてい
る課題等を共有し、
既存事業そのもの意
義（必要性・公益
性）、採算性等につい
て改めて検討を行う。

・各団体の課題等に
対する対策を検討
し、実施方法につい
て検討する。

・各団体の課題等へ
の対応策を実施す
る。

・各団体の課題等へ
の対応策の実施結果
に対する検証を行う。

成果を測る指標 両団体の設置目的に沿った事業の実施数

令和７年度進捗状況

実施内容
ハートランド推進財団及び近江八幡市国際協会の実績報告等を確認し運営状況を確認すると
ともに今後の事業実施内容等の検討を行った。

今年度の新た
な取組

特になし。

目標
第３セクターが設置目的に沿った事業を実施し、適正な運営を行っているか適宜、確認・把握し
必要な支援を行う。

実施スケジュール

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

推進課 まちづくり協働課 実施課 まちづくり協働課

現状と課題

市が出捐（えん）金を拠出した団体である（一財）ハートランド推進財団及び市が出資金を拠出
した団体である（公財）近江八幡市国際協会について、本来の役割に沿った事業内容を確認
し、支援する必要がある。両団体の健全な運営が継続されるよう運営体制、決算状況等を把
握していく必要がある。

基本方針 2 持続可能な財政運営の確立

取組方針 ③外郭団体への支援・関与の在り方検討、地方公営企業の経営健全化

取組項目 第３セクター等出資団体の役割の明確化
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№ 21 実施計画取組項目

　

指定管理の選定審査
会に向け、現行事業の
整理及び事業評価を行
うとともに、次期指定管
理期間における課題の
抽出と改善方策の検討
を進める。

指定管理の結果を踏ま
え、文芸の郷公園の指
定管理を含めた運営の
在り方、指定管理施設
の範囲や機能の在り方
について検討を始め
る。併せて、事業団が
指定管理者に選定され
なかった場合を想定し、
組織の存続や役割、出
資団体としての位置づ
けや機能について検討
を進める。

指定管理の結果を踏ま
え、文芸の郷公園の指
定管理を含めた運営の
在り方、指定管理施設
の範囲や機能の在り方
について検討を始め
る。併せて、事業団が
指定管理者に選定され
なかった場合を想定し、
組織の存続や役割、出
資団体としての位置づ
けや機能について検討
を進める。

指定管理の結果を踏ま
え、文芸の郷公園の指
定管理を含めた運営の
在り方、指定管理施設
の範囲や機能の在り方
について検討を始め
る。併せて、事業団が
指定管理者に選定され
なかった場合を想定し、
組織の存続や役割、出
資団体としての位置づ
けや機能について検討
を進める。

検討結果を踏まえ、出
資団体として今後の方
向性を整理し、必要に
応じて組織体制や事業
内容の見直しを進め、
地域における文化芸
術・スポーツ振興拠点と
しての機能強化に向け
た取組を推進する。

成果を測る指標 文芸の郷公園各施設の来場者数

目標
安土文芸の郷公園を核とした文化芸術・スポーツ振興事業を継続的に推進するとともに、出資
団体としての役割と今後の運営体制の在り方を明確化し、地域の文化・スポーツ活動の発展
に寄与する。

実施スケジュール

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

推進課 文化振興課 実施課 文化振興課

現状と課題

市が出資金を拠出した団体である（公財）安土町文芸の郷振興事業団は、安土学区における
文化芸術及びスポーツ振興の拠点施設である安土文芸の郷公園の運営を目的として設立さ
れ、現在は当施設の指定管理者として運営を行っている。しかし、指定管理者の選定が５年ご
との公募制で行われているため、事業団が選定されなかった場合の組織の存続や役割の在り
方が不明確であり、出資団体としての位置づけや機能の明確化が課題となっている。

基本方針 2 持続可能な財政運営の確立

取組方針 ③外郭団体への支援・関与の在り方検討、地方公営企業の経営健全化

取組項目 第３セクター等出資団体の役割の明確化
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評価
理由及び課題

Ａ
文芸の郷公園各施設の来場者増や満足度増に繋げるために、事業の整理を行うこ
とで、指定管理事業の役割を明確化した指定管理者の募集を行えた。

次年度以降の
対応方針

（公財）文芸の郷振興事業団が指定管理者として選定されたことに伴い、今年度見直した指定
管理事業の内容を踏まえた適切な施設運営の在り方の検討を行う。また、併せて組織の役
割、出資団体としての位置付けや機能について検討を行う。

備考欄

成果を測る指標
文芸の郷公園各施設の来場者数（R7年12月末現在）
文芸セミナリヨ　9,891人、体育施設　48,400人、安土城天主信長の館　43,052人、多世代交流
館　3,991人　合計　109,325人

令和７年度進捗状況

実施内容
現行事業の内容を整理し、改善内容を募集要項に反映することで、指定管理者の役割の明確
化に取り組んだ。

今年度の新た
な取組

指定管理者の役割の明確化のため、今まで指定管理者の募集要項に明記していなかった子
どもから高齢者まで参加しやすいコンサートの実施及び年間に求める実施回数等の事業を募
集要項に追記した。
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№ 22 実施計画取組項目

　

　

備考欄

評価
理由及び課題

Ａ 各団体ともに、計画どおり進捗している。

次年度以降の
対応方針

・今年度の実績を踏まえ、各団体の経営状況の把握・分析及び事業内容や支援手法の検証を
行う。
・㈱まっせについては、地域おこし協力隊制度を活用した体制整備を進め、事業再開に向けた
取組の推進及び行政支援の在り方の整理を行う。

令和７年度進捗状況

実施内容

・（一財）近江八幡地域勤労者福祉サービスセンター：補助金の内容の確認を行うとともに、事
業の実施目的や方向性について定期的に協議を実施し、事業内容の整理・見直しに向けた検
討を進めた。
・㈱まっせ：休眠状態にあるため事業実施には至っていないが、取締役会や月１回開催される
事業検討部会に市職員が参画し、事業再開に向けた検討状況の把握及び課題の共有を図っ
た。

今年度の新た
な取組

・（一財）近江八幡地域勤労者福祉サービスセンター：新規事業（日本語教室）の実施に向けた
調整を行い、事業化を図った。
・㈱まっせ：事業再開に向けた体制整備として、地域おこし協力隊の導入に係る人件費につい
て予算要求を行い、体制整備に向けた取組を進めた。

成果を測る指標
設立当初の目的に沿った事業の実施数
・（一財）近江八幡地域勤労者福祉サービスセンター：４４

・各団体の経営状況
を定期的に確認す
る。
・関与・支援の在り方
を検討する。

・各団体の経営状況
を定期的に確認す
る。
・予算事業や行政支
援の在り方の整理及
び方針の検討を行
う。

・各団体の経営状況
を定期的に確認す
る。
・予算事業や行政支
援の在り方の整理及
び方針の検討を行
う。

・各団体の経営状況
を定期的に確認す
る。
・予算事業や行政支
援の在り方の整理及
び方針の検討を行
う。

・各団体の経営状況
を定期的に確認す
る。
・予算事業や行政支
援の在り方の整理及
び方針の検討を行
う。

成果を測る指標 設立当初の目的に沿った事業の実施数

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

推進課 商工振興課 実施課 商工振興課

現状と課題

市が出捐（えん）金を拠出した団体である（一財）近江八幡地域勤労者福祉サービスセンター
及び市が出資金を拠出した団体である（株）まっせについて、設立目的との整合や経営状況を
把握する必要がある。各団体の健全な経営体制の確立に向け、運営状況に応じて経営改善
や事業方向の整理を進める必要がある。

基本方針 2 持続可能な財政運営の確立

取組方針 ③外郭団体への支援・関与の在り方検討、地方公営企業の経営健全化

取組項目 第３セクター等出資団体の役割の明確化

目標
各団体の役割を明確化し、設立当初の目的に沿った事業運営と健全な経営体制の確立を図
る。

実施スケジュール
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№ 23 実施計画取組項目

　

　

評価
理由及び課題

Ａ
計画どおり「水道経営ビジョン」の改定に取り組み、中長期的な投資・財政計画を立
てることができた。また改定により、料金改定の必要性と改定時期が明らかとなっ
た。

次年度以降の
対応方針

改定した「水道経営ビジョン」において、各指標を達成するには令和１０年度頃から料金改定が
必要と示されたため、次年度から具体的な料金改定について検討していく。

備考欄

成果を測る指標
経常収支比率：１１２．２４％
管路経年化率：２５．２０％

「水道経営ビジョン」
（経営戦略）の改定及
び今後の投資・財政
計画の見直しを行う。

改定後の「水道経営
ビジョン」に基づく取
組施策を実施する。

「水道経営ビジョン」
に基づく取組施策を
実施する。

「水道経営ビジョン」
に基づく取組施策を
実施する。

「水道経営ビジョン」
の中間目標（令和１２
年度）に向けた取組
の見直しを行う。

成果を測る指標 「水道経営ビジョン」による投資・財政に関する各経営指標

令和７年度進捗状況

実施内容
計画どおり「水道経営ビジョン」（経営戦略）を改定し、令和１７年度までの中長期的な投資・財
政計画の見直しを行った。

今年度の新た
な取組

今後の経営状況を見据えた財政目標を設定し、目標達成に必要な適切な料金収入額を算定し
た。

目標 将来にわたる安定的な水道事業の経営を図る。

実施スケジュール

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

推進課 上下水道総務課 実施課 上下水道総務課

現状と課題
安定した水道事業の継続に向け、管路の耐震化や老朽化する施設・管路の更新に取り組んで
いく必要があるが、人口減少による料金収入の減少や県受水費の改定、物価高騰等による施
設維持管理費の増加により、事業環境が今後ますます厳しくなることが見込まれる。

基本方針 2 持続可能な財政運営の確立

取組方針 ③外郭団体への支援・関与の在り方検討、地方公営企業の経営健全化

取組項目 水道事業の経営健全化
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№ 24 実施計画取組項目

　

　

評価
理由及び課題

Ａ
計画どおり「下水道経営戦略」の改定に取り組み、中長期的な投資・財政計画を立
てることができた。また経営戦略の改定により、使用料の改定時期・改定率が示さ
れた。

次年度以降の
対応方針

「下水道経営戦略」において各指標を達成するには令和１１年度頃から料金改定が必要と示さ
れたため、次年度から具体的な料金改定について検討していく。

備考欄

成果を測る指標
経常収支比率：１０２．５２％
水洗化率：９０．９４％

下水道経営戦略の改
定及び今後の投資・
財政計画の見直しを
行う。

改定後の経営戦略に
基づく取組施策を実
施する。

経営戦略に基づく取
組施策を実施する。

経営戦略に基づく取
組施策を実施する。

経営戦略の中間目標
（令和１２年度）に向
けた取組施策の見直
しを行う。

成果を測る指標 経営戦略による投資・財政に関する各経営指標

令和７年度進捗状況

実施内容
計画どおり「下水道経営戦略」を改定し、令和１７年度までの中長期的な投資・財政計画の見
直しを行った。

今年度の新た
な取組

今後の経営状況を見据えた財政目標を設定し、目標達成に必要な適切な料金収入額を算定し
た。

目標 将来にわたる安定的な下水道事業の経営を図る。

実施スケジュール

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

推進課 上下水道総務課 実施課 上下水道総務課

現状と課題
安定した下水道事業の継続に向け、管路の耐震化や老朽化する施設・管路の更新に取り組ん
でいく必要があるが、人口減少による料金収入の減少や物価高騰等による施設維持管理負担
金の増加により、事業環境が今後ますます厳しくなることが見込まれる。

基本方針 2 持続可能な財政運営の確立

取組方針 ③外郭団体への支援・関与の在り方検討、地方公営企業の経営健全化

取組項目 下水道事業の経営健全化
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№ 25 実施計画取組項目

　

　

基本方針 2 持続可能な財政運営の確立

取組方針 ③外郭団体への支援・関与の在り方検討、地方公営企業の経営健全化

取組項目 病院事業の経営健全化

推進課 総合医療センター総務課 実施課 各科（課）

現状と課題 令和６年度決算では全国の自治体病院の約９割が赤字となり厳しい現状がある。

目標 持続可能な地域医療体制の確保のため、健全経営に取り組む。

実施スケジュール

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

成果を測る指標
経常収支比率(96.0%)、紹介率(67.2%)・逆紹介率(101.6%)、救急不応需率(0.89%)、手術件数
(4,679件)

公立病院経営強化プ
ラン（令和４年度～令
和９年度）の中間見
直しを行う。

見直し後のプランに
基づく経営改善・取
組を実施する。

令和８年度の実績に
基づく経営改善・取
組を実施する。

見直し後プランの総
括及び新たな経営強
化プランを策定する。

新たな経営強化プラ
ンに基づく経営改善・
取組を実施する。

成果を測る指標 プランの中に記された経常収支比率等、様々な指標（数値目標）

令和７年度進捗状況

実施内容
令和５年３月に策定したプランについて、直近の実績数値を反映させるとともに、現状の社会
環境・国の動向・制度改革等を対応させるため、中間見直しを行った。

今年度の新た
な取組

事業管理者、院長を含めた医師、看護師、コメディカル、事務職等による７つのプロジェクト
チームを立ち上げ、収益の増加、費用の削減を目的に、様々な経営改善のための取組を行っ
た。

評価
理由及び課題

Ｂ
令和７年度に経営強化プランの中間見直しを行った。
健全経営の指標である経常収支比率100％以上については、96.0％と達成できな
かったが、上記取組もあり、経常収支比率が改善した。（R6：93.1％）

次年度以降の
対応方針

中間見直し後の経営強化プランに基づく経営改善・取組を実施する。

備考欄
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評価
理由及び課題

Ｂ
市有地売却や土地整理の要望には対応できたが、遊休地における市有地利活用
の検討までは行えなかった。

次年度以降の
対応方針

普通財産管理台帳上で一定以上の面積を持つ遊休地をリスト化し、利活用・処分の仕訳を
行っていく。

備考欄

成果を測る指標
・土地整理のついた件数：４件
・処分件数：１３件

・普通財産管理台帳
を整備する。
・市有地利活用財産
の検討を行う。
・市有地の処分を行
う。

・普通財産管理台帳
を整備する。
・市有地利活用財産
の検討を行う。
・市有地の処分を行
う。

・普通財産管理台帳
を整備する。
・市有地利活用財産
の検討を行う。
・売却方法の拡充を
検討（民間委託等）す
る。
・市有地の処分を行
う。

・市有地の処分を行
う。
・売却方法の拡充を
検討（民間委託等）す
る。

・市有地の処分を行
う。

成果を測る指標
・土地整理のついた件数
・処分や活用方針の決まった件数

令和７年度進捗状況

実施内容
・隣接者や自治会等からの要望を受け、土地整理や市有地の売却。
・普通財産管理台帳整備に向け、公有財産定期報告の年度更新作業の実施。

今年度の新た
な取組

・固定資産台帳の精緻化と合わせ、公有財産管理台帳のマスタ修正に取り組んだ。
・公有財産管理システムの地図データをＧＩＳに移行し、どの端末からも閲覧可能とした。

目標
普通財産管理台帳を整備し、遊休地の利活用等の再検討を行い、不要土地については計画
的に処分を行えるよう民間委託等も含め、普通財産の維持管理費用の削減及び賃貸借も含
めた収入確保につなげる。

実施スケジュール

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

推進課 管財契約課 実施課 管財契約課

現状と課題
市有地の維持管理について、伐採や除草作業等で毎年多額の費用を要している。また、所管
課の不明なものや境界未確定土地、遊休地については、利活用の方針が決定していない土地
がある。

基本方針 3 公有財産の効率的管理

取組方針 ①市民ニーズに応じた適切な公共施設の配置・管理運用

取組項目 市有地の管理、処分
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№ 27 実施計画取組項目

　

　

評価
理由及び課題

Ａ
当初の目標は達成できたが、過去データの見直し・修正など課題は多い。今後も継
続して取組を行っていく必要がある。

次年度以降の
対応方針

引き続き、年度更新データの精緻化及び過去データの見直しを順次取り組んでいく。

備考欄

成果を測る指標 全体に占める精緻化完了率：２０％

固定資産台帳の精緻
化（施設マスタ見直
し・耐用年数関係マ
スタ作成・職員向け
説明会実施等）を行
う。

固定資産台帳の精緻
化（既存データの修
正【教育施設】）を行
う。

固定資産台帳の精緻
化（既存データの修
正【福祉施設】）を行
う。

固定資産台帳の精緻
化（既存データの修
正【インフラ施設】）を
行う。

固定資産台帳の精緻
化（既存データの修
正【その他施設】）を
行う。

成果を測る指標 全体に占める精緻化完了率

令和７年度進捗状況

実施内容
固定資産台帳の精緻化に向け、現時点の状況把握と課題の洗い出し、施設マスタの修正等を
行った。

今年度の新た
な取組

・各課報告用の入力シートの改善（耐用年数等）
・担当職員以外も含め、公会計と固定資産台帳についての研修会及び入力説明会を実施。

目標 固定資産台帳の精緻化を行い、公共施設マネジメントのための施設情報として活用していく。

実施スケジュール

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

推進課 管財契約課 実施課 管財契約課、行政改革課、財政課

現状と課題

資産の状況と固定資産台帳の乖離が起きており、各施設でどのような資産を有しているのか、
各施設にはどのような設備があるのか、それぞれの設備の耐用年数と更新時期の見込みは
いつ頃かといった本来、固定資産台帳で把握することができる情報の把握に活用できていな
い。

基本方針 3 公有財産の効率的管理

取組方針 ①市民ニーズに応じた適切な公共施設の配置・管理運用

取組項目 公共施設にまつわる行政サービスに関する市民ニーズの再定義
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№ 28 実施計画取組項目

　

　

評価
理由及び課題

Ａ
第２期公共施設等総合管理計画及び個別施設計画策定にむけて、施設情報の
整理や体制及び仕組みの検討が進んだ。

次年度以降の
対応方針

施設情報の一元管理データベースを活用し、第２期個別施設計画の策定を進める。

備考欄

成果を測る指標市民ニーズを把握できた施設数：２７

・固定資産台帳の精
緻化及び施設情報の
一元管理により、基
本となる公共施設の
情報の整理手法を検
討、確立する。
・公共施設の在り方
を庁内で検討する仕
組みを調査する。

・個別施設計画対象
施設の施設情報一元
管理を進める。
・第２期公共施設等
総合管理計画策定に
おいて、公共施設の
在り方を庁内で検討
する仕組みを実施す
る。

・個別施設計画対象
施設の施設情報一元
管理の定着を図る。
・公共施設の在り方
を庁内で検討する仕
組みの定着を図る。

・固定資産台帳の精
緻化を進める（公共
建築物）。
・公共施設の在り方
を庁内で検討する際
に、より市民ニーズを
適切に捉えられる手
法を検討する。

・固定資産台帳の精
緻化を進める（公共
建築物）。
・より市民ニーズを適
切に捉えられる手法
をモデル的に試行す
る。

成果を測る指標 市民ニーズを把握できた施設数

令和７年度進捗状況

実施内容

・公有財産台帳と固定資産台帳の関係を整理するとともに、施設マスタデータの整備を
行い、ソフトウェア「ACCESS」を活用した施設情報の一元管理データベースの構築を推
進した。
・令和８年度に予定している第２期公共施設等総合管理計画及び個別施設計画の策定に
向け、公共施設の在り方を検討するための体制及び仕組み案を整理し、行政改革推進本
部会議に報告した。

今年度の新た
な取組

・施設情報の一元管理を行うため、継続した関係課協議を実施した。
・全庁的な公共施設マネジメントのための体制や仕組みについて検討し、行政改革推進
本部会議で報告した。

目標
公共施設（公共建築物）情報の一元管理を行い、施設状況を踏まえた上で、市民ニーズや利
用実態を十分に反映した施設の在り方を検討・決定する仕組みを構築する。

実施スケジュール

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

推進課 行政改革課 実施課
行政改革課・建築課・管財契約課・財
政課・施設所管課

現状と課題
社会情勢や地域の変化に対応した持続可能な行政サービスを提供する場として、公共施設
（公共建築物）の配置・管理運用を検討する仕組みが確立できていない。

基本方針 3 公有財産の効率的管理

取組方針 ①市民ニーズに応じた適切な公共施設の配置・管理運用

取組項目 公共施設にまつわる行政サービスに関する市民ニーズの再定義
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№ 29 実施計画取組項目

　

　

評価
理由及び課題

Ａ 計画どおりに取組を進めることができた。

次年度以降の
対応方針

引き続き職員に対する地方公会計制度の説明を行うとともに、理解度に関するアンケート調査
の実施を検討する。

備考欄

成果を測る指標 職員向けに実施する理解度に関する５段階評価アンケートの平均スコア：実施なし

職員が理解を深める
べきポイントと知識の
伝達方法の検討を行
う。

令和７年度の実施内
容に基づき、職員へ
の知識共有を行うと
ともに、職員の理解
度に基づきポイント
や伝達方法を精査す
る。

令和８年度の実施内
容に基づき、職員へ
の知識共有を行うと
ともに、職員の理解
度に基づきポイント
や伝達方法を精査す
る。

令和９年度の実施内
容に基づき、職員へ
の知識共有を行うと
ともに、職員の理解
度に基づきポイント
や伝達方法を精査す
る。

令和１０年度の実施
内容に基づき、職員
への知識共有を行う
とともに、職員の理解
度に基づきポイント
や伝達方法を精査す
る。

成果を測る指標 職員向けに実施する理解度に関する５段階評価アンケートの平均スコア

令和７年度進捗状況

実施内容
部長会並びに固定資産台帳作成に係る研修会において、公認会計士を講師に招き、地方公
会計制度及び固定資産台帳作成の意義等に関する研修会を実施した。

今年度の新た
な取組

職員に対する地方公会計制度の説明

目標 統一的な基準による財務書類に関する職員の理解力向上

実施スケジュール

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

推進課 財政課 実施課 財政課

現状と課題
職員全体に統一的な基準による財務書類に関する知識が不足しているため、政策形成や事
業見直し等への活用が進んでいない。

基本方針 3 公有財産の効率的管理

取組方針 ①市民ニーズに応じた適切な公共施設の配置・管理運用

取組項目 公共施設にまつわる行政サービスに関する市民ニーズの再定義
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№ 30 実施計画取組項目

　

　

評価
理由及び課題

Ａ

施設サービス原価コスト計算書を活用することで、施設の在り方について具体的な
検討を開始できた。一方で、各施設ごとの検討には一定の時間を要することが明ら
かとなったため、今後はより効率的かつ効果的に分析・検討を進める手法の確立に
取り組んでいく。

次年度以降の
対応方針

・施設サービス原価コスト計算書を活用し、施設の在り方検討を効率的かつ効果的に進めるた
めの工夫を行うとともに、長寿命化計画も併せて検討できるツールを追加し、第２期個別施設
計画の策定に活用する。

備考欄

成果を測る指標 施設サービス原価コスト計算書を用いた施設の数：７

・固定資産台帳の精緻
化により、耐用年数を
含めた公共建築物情報
を整理する。
・施設サービス原価コス
ト計算書を用いた施設
の在り方検討をモデル
的に試行する。

施設サービス原価コス
ト計算書を用いた施設
の在り方検討を行う際
に、長寿命化計画も併
せて検討できるツール
を作成し、モデル的に
試行する。

施設サービス原価コス
ト計算書を用いた施設
の在り方検討及び長寿
命化計画を併せて検討
できるツールにより、個
別施設計画対象施設で
の検討を行う。

公共建築物の「建設
前」から「廃止・更新」ま
での全ての段階におい
て、ライフサイクルマネ
ジメントを取り入れられ
るツールと仕組みを調
査・検討する。

公共建築物の「建設
前」から「廃止・更新」ま
での全ての段階におい
て、ライフサイクルマネ
ジメントを取り入れられ
るツールと仕組みのモ
デル的試行を行う。

成果を測る指標 施設サービス原価コスト計算書を用いた施設の数

令和７年度進捗状況

実施内容

・固定資産台帳の正確な作成に向け、各所属の入力方法を可能な限りルール化するとともに、
固定資産台帳の意義を含めた入力説明会を開催し、職員の理解向上を図った。
・施設サービス原価コスト計算書を７施設でモデル試行し、施設の在り方の検討に活用すると
ともに、検討結果を踏まえて計算書の内容の見直しを行った。

今年度の新た
な取組

・固定資産台帳の入力方法のルール化を図るとともに、その意義を共有する説明会を開催し、
台帳の精緻化及び統一的な運用に向けた取組を進めた。
・施設サービス原価コスト計算書を活用し、施設の在り方の検討を実施した。

目標
公共建築物のデータ整備と費用見通しを行い、ライフサイクルマネジメントの仕組みを構築す
ることで、将来を見据えた効率的・持続的な施設管理運営を実現する。

実施スケジュール

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

推進課 行政改革課 実施課
行政改革課・建築課・管財契約課・財
政課・施設所管課

現状と課題
建物情報の一元管理、長期的な維持更新費の見通し、関係課の連携体制の構築が不十分で
あり、持続可能な施設運営の仕組みが確立できていない。

基本方針 3 公有財産の効率的管理

取組方針 ②公共施設・インフラの計画的な管理、長寿命化

取組項目 市民ニーズに基づく目標耐用年数を踏まえた公共建築物のライフサイクルマネジメント
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№ 31 実施計画取組項目

　

　

評価
理由及び課題

Ｂ
計画どおりに取組を進めることができたが、各施設所管課によって問題意識に差が
見られることから、今後も継続的な取り組みが必要であると考える。

次年度以降の
対応方針

維持管理が不十分で、特に危険性が高いと認められる施設については、直接現地に赴き、担
当者に対し、日常点検及び適切な対応方法について助言を行う。

備考欄

成果を測る指標
・建築物の定期点検報告における不具合項目の改善された数（点検は３年毎であり今回は対

象外）
・各施設所管課における日常点検の実施回数(月１回以上の日常点検を実施した施設数：66)

・施設所管課に対し
て施設の維持管理方
法等に関する講習会
を実施する。
・施設の維持管理実
施マニュアル等を配
布し周知を図る。

令和７年度に実施し
た講習会資料や施設
の維持管理マニュア
ル等について、必要
な部分について改正
し、再度講習会等を
実施し、周知を図る。

各施設所管課に対し
て、講習会等で周知
を図りつつ、実施した
講習会やマニュアル
等に対するアンケー
ト調査を実施し、各施
設所管課の意識調査
を実施する。

令和９年度に実施し
たアンケート調査を
基に、各施設所管課
に不足している維持
管理や長寿命化に関
するマニュアル等を
作成し、庁内に周知
する。

令和７～１０年度まで
実践してきた内容を
踏まえて業務改善を
行う。

成果を測る指標
・建築物の定期点検報告における不具合項目の改善された数
・各施設所管課における日常点検の実施回数

令和７年度進捗状況

実施内容

・建築物定期点検報告書や現地における点検結果等をもとに、施設の不具合や劣化状況につ
いて、箇所や内容、緊急度の観点から情報を整理した維持管理マニュアルの見直し。
・施設所管課等に対し日常点検等、施設の適切な維持管理を行うにあたって必要な知識を習
得するための講習を実施。

今年度の新た
な取組

・施設の維持管理に係る法定点検の種類、点検周期、対象建物についてマニュアルに新たに
記載を追加。
・各コミュニティセンター施設管理担当者に対しても説明会を実施。

目標
各施設所管課の職員に対して、施設の維持管理等に関する講習会等を開催して施設の維持
管理・長寿命化の重要性や日常管理についての知識を身に付けてもらう。

実施スケジュール

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

推進課 建築課 実施課 各施設所管課

現状と課題
各施設所管課の職員は、おおむね行政職の職員で構成されており、公共施設の維持管理や
長寿命化についての意識が薄く、知識が不足している。

基本方針 3 公有財産の効率的管理

取組方針 ②公共施設・インフラの計画的な管理、長寿命化

取組項目 市民ニーズに基づく目標耐用年数を踏まえた公共建築物のライフサイクルマネジメント
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№ 32 実施計画取組項目

　

　

評価
理由及び課題

Ａ 計画どおりに取組を進めることができた。

次年度以降の
対応方針

令和７年度に検討した手法に基づき、次年度当初予算要求の仕組みとして庁内に周知する。

備考欄

成果を測る指標 検討した手法に即した予算要求の件数：０

ライフサイクルマネジ
メントの考えを予算要
求に反映させるため
の手法の検討を行
う。

令和７年度の実施内
容に基づき検討した
手法を次年度当初予
算要求の仕組みとし
て庁内に周知する。

令和９年度当初予算
の要求状況に基づき
手法を精査し、次年
度当初予算要求の仕
組みとして庁内に周
知する。

令和１０年度当初予
算の要求状況に基づ
き手法を精査し、次
年度当初予算要求の
仕組みとして庁内に
周知する。

令和１１年度当初予
算の要求状況に基づ
き手法を精査し、次
年度当初予算要求の
仕組みとして庁内に
周知する。

成果を測る指標 検討した手法に即した予算要求の件数

令和７年度進捗状況

実施内容
ライフサイクルマネジメントの考えを予算要求に反映させるための手法として、行政改革課での
各施設で維持管理計画を策定していく取組を踏まえ、施設改修等に係る費用について当該施
設の維持管理計画等に基づく予算要求とすることについて検討を行った。

今年度の新た
な取組

施設維持管理計画に基づく予算要求とする手法の検討

目標 ライフサイクルマネジメントの考えに基づく予算要求の仕組みの改善

実施スケジュール

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

推進課 財政課 実施課 財政課

現状と課題
中長期的な施設の維持管理計画が作成されていない施設が多く、施設終期を見据えた維持管
理計画の立案や維持管理経費の平準化に基づく予算要求ができていない。

基本方針 3 公有財産の効率的管理

取組方針 ②公共施設・インフラの計画的な管理、長寿命化

取組項目 市民ニーズに基づく目標耐用年数を踏まえた公共建築物のライフサイクルマネジメント
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№ 33 実施計画取組項目

　

　

評価
理由及び課題

Ｂ
上水：計画的に事業を進捗させることができたが、国補助の当初配分が少なく、補
正予算での補助割当てなど事業発注計画を検討する必要必要がある。
下水：国補助の当初配分が少なく、更新数が計画より下回った。

次年度以降の
対応方針

上水：安土路線と長福寺路線を継続するとともに上出路線の着手と長福寺導水管の取組を開
始する。
下水：引き続きストックマネジメント計画に基づき順次更新工事を行うが、次年度以降も国補助
の配分額の減少が続けば、更新計画を見直す。

備考欄

成果を測る指標
上水：耐震化率：１９．３％
下水：マンホールポンプ施設の更新数：１

上水：安土路線、上
出路線、長福寺送水
管の事業を継続す
る。
下水：マンホールポン
プ設備２か所を更新
する。

上水：安土路線、上
出路線、長福寺送水
管の事業を継続し、
牧路線（一部）の事業
に着手する。
下水：マンホールポン
プ設備３か所を更新
する。

上水：安土路線、上
出路線、長福寺送水
管、牧路線（一部）の
事業を継続する。
下水：マンホールポン
プ設備３か所を更新
する。

上水：円山路線１、長
福寺路線１・２の事業
に着手する。
下水：マンホールポン
プ設備７か所を更新
する。

上水：円山路線１、長
福寺路線１・２の事業
を継続する。
下水：マンホールポン
プ設備２か所を更新
する。

成果を測る指標
上水：重要管路等更新計画の進捗率（耐震化率）
下水：マンホールポンプ施設の更新数

令和７年度進捗状況

実施内容
上水：安土路線については計画通り工事を進捗させ、上出路線については試掘調査等により
工事の準備を進めた。また、長福寺送水管事業についても発注を行った。
下水：黒橋マンホールポンプ場の設備更新を行った。

今年度の新た
な取組

上水：補助事業メニュー改定により、長福寺導水管事業を補助対象として早期発注に向けた準
備を行った。
下水：令和６年度にストックマネジメント計画を改定し、その計画に基づき工事発注を行った。

目標
各種計画に基づき、事業の優先度と事業費の平準化を図りながら、効率的に事業を実施す
る。

実施スケジュール

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

推進課 上下水道施設課 実施課 上下水道施設課

現状と課題
人口減少等により料金収入が減少する一方、大規模地震への備えとしての施設耐震化や老
朽化対策により更新需要は益々高まっていく状況にある。

基本方針 3 公有財産の効率的管理

取組方針 ②公共施設・インフラの計画的な管理、長寿命化

取組項目 上下水道の計画的な管路・施設の更新
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№ 34 実施計画取組項目

　

　

評価
理由及び課題

Ａ 計画通り進捗しており、目標を達成している。

次年度以降の
対応方針

業務委託の発注に対し、業者選定方法を検討し適切に執行する。
契約後は工程管理に留意し、請負業者と密に協議を行い着実に実施する。

備考欄

成果を測る指標
・デジタル化した帳票の数：０
・道路構造物の錆検出数：０

・マーケット調査、現
状サービス水準を確
認する。
・財源を検討する。
・予算要求等の準備
を行う。

スマートロードAIシス
テムを導入する。

捕捉調査、修繕計画
の策定を行う。

令和９年度に策定し
た計画を実施する。

令和９年度に策定し
た計画を実施する。

成果を測る指標
・デジタル化した帳票の数
・道路構造物の錆検出数

令和７年度進捗状況

実施内容

①マーケット調査、現状確認実施。
②財源確保のため、内閣府の地域未来交付金（デジタル実装型TYPEA）に申請（R8.2）。近江
八幡市ふるさと応援基金活用事業エントリー。
③令和８年度当初予算要求済み。

今年度の新た
な取組

特になし

目標
設備の検出と劣化状況をデジタル化し、電子地図上に情報管理することで、管理業務の効率
化や劣化把握による修繕計画の検討・策定が可能となる。予防保全型の仕組みを構築するこ
とで、持続可能で市民の安全・安心な暮らしに資するインフラ環境整備を実現する。

実施スケジュール

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

推進課 土木課 実施課 土木課

現状と課題
当市には道路台帳は整備済みであるが、道路付属物台帳は未整備であり、全体の数量や設
置箇所が不明であり、修繕対応等においては、場所の特定等に時間を要している。また、近年
では全国的に設備劣化に伴う事故等が散見されており、適切な維持管理が求められている。

基本方針 3 公有財産の効率的管理

取組方針 ②公共施設・インフラの計画的な管理、長寿命化

取組項目 道路付属物の計画的な管理
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№ 35 実施計画取組項目

　

　

評価
理由及び課題

Ａ
公共施設管理者向け点検マニュアルを活用した日常点検研修は、座学と実地を組
み合わせて実施することで参加者から好評を得ている。こうした取組により、予防保
全の重要性に対する職員の認識も、徐々にではあるが着実に浸透しつつある。

次年度以降の
対応方針

日常点検に関する研修を継続的に実施するとともに、施設情報の一元管理のもとで、日常点
検及び法定点検の結果を着実に蓄積していく。

備考欄

成果を測る指標 日常点検実施施設数：１００

「事後保全型管理」か
ら「予防保全型管理」
への転換の意識を庁
内に醸成するため、
日常点検マニュアル
を活用した研修を実
施する。

日常点検マニュアル
を用いた施設管理者
による点検や法定点
検等の詳細な点検に
よる施設の状態を継
続的に把握して、
データを蓄積する仕
組みの検討を行う。

・令和８年度に検討し
た施設の点検データ
を蓄積する仕組みを
実施する。
・公共施設包括管理
等民間活力の活用に
関して情報収集と導
入可能性調査を実施
する。

公共施設包括管理等
民間活力の活用の有
効性が判断できた場
合、実施手法を検討・
確立するとともに、実
施に向けた庁内合意
形成を図る。

公共施設包括管理等
民間活力の活用の有
効性が判断できた場
合、令和１０年度に確
立した実施手法によ
り、実施を進める。

成果を測る指標 日常点検実施施設数

令和７年度進捗状況

実施内容

公共施設管理者向けの点検マニュアルを活用し、日常的な施設管理及び点検に関する研修
会（座学）を実施した。あわせて、実地研修として市民保健センターにおいて公開施設点検研
修を開催し、施設所管課の職員に対して日常点検の重要性と具体的な手法について周知し
た。

今年度の新た
な取組

研修後に日常点検の実施状況を確認した。

目標
公共建築物の長寿命化のため、日常点検や法定点検等により異常の兆候を事前に把握し、
計画的に修繕を行う予防保全型の管理へ転換していく。

実施スケジュール

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

推進課 行政改革課 実施課 行政改革課・建築課・施設所管課

現状と課題
施設老朽化が進行する中で、公共施設の点検や計画的な保全により安全・安心な公共施設の
提供及び長寿命化を図る必要がある。

基本方針 3 公有財産の効率的管理

取組方針 ③公共施設・インフラの維持管理・更新等に係る民間活力の活用等

取組項目 公共建築物の維持管理の最適化
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№ 36 実施計画取組項目

　

　

評価
理由及び課題

Ａ
上水：年度当初計画について、概ね予定通りの進捗率で進んでいる。
下水：年度当初計画について、概ね予定通りの進捗率で進んでいる。

次年度以降の
対応方針

上水：安土重要管路DB事業を計画通り進捗させるとともに、小規模簡易DB事業の試行的取組
を実施する。
下水：ウォーターPPPの導入検討に向け、可能性調査を実施する。

備考欄

成果を測る指標
上水：官民連携の活用数：１（ただし、３企業体JVである）
下水：官民連携の活用数：０

上水：現管路DB（設計・
施工一括発注）方式を
継続する。
下水：ウォーターPPPの
導入を検討する。

上水：現管路DB方式の
継続と検証、次期管路
DB方式の検討、簡易
型管路DBを試行的に
実施する。
下水：ウォーターPPPの
導入の可能性を調査す
る。

上水：現管路DB方式の
継続と検証、次期管路
DB方式の発注準備、
簡易型管路DB方式の
検証と継続を行う。
下水：ウォーターPPPの
導入方針の検討、基本
設計を実施する。

上水：次期管路DB方式
の事業開始、簡易型管
路DB方式の検証と継
続を行う。
下水：ウォーターPPPの
導入支援業務を実施す
る。

上水：次期管路DB方式
の継続、簡易型管路
DB方式の検証と継続を
行う。
下水：ウォーターPPPを
導入する。

成果を測る指標 官民連携の活用数

令和７年度進捗状況

実施内容
上水：管路DB方式による安土重要管路DB事業について計画的に進捗を図った。
下水：ウォーターPPPを事業着手している県並びに受注実績がある業者に対し、仕組みや手順
についての情報収集を行った。

今年度の新た
な取組

上水：次年度からの小規模簡易DBの導入に向け試行実施要領を策定した。
下水：　－

目標 様々な官民連携の活用を検討して、継続的な事業経営を図る。

実施スケジュール

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

推進課 上下水道施設課 実施課 上下水道施設課

現状と課題
施設の耐震化や老朽化対策等の更新需要が高まる一方で、その業務を担う技術系職員は減
少し続けている状況にある。

基本方針 3 公有財産の効率的管理

取組方針 ③公共施設・インフラの維持管理・更新等に係る民間活力の活用等

取組項目 上下水道の維持管理の最適化
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№ 37 実施計画取組項目

　

　

評価
理由及び課題

Ａ 計画通り進捗しており、目標を達成した。

次年度以降の
対応方針

国費の事業採択があれば、導入可能性調査を実施しインフラ包括的民間委託化にむけて本格
的に進める。並行して先進地視察を行い導入方法の熟度をさらに向上させる。

備考欄

成果を測る指標 受注業者との契約締結：０

・包括委託を検討す
る。
・財源を検討する。
・予算要求等の準備
を行う。

・インフラ包括的民間
委託導入の可能性を
調査する。
・先進地の視察等を
行う。

インフラ包括的民間
委託発注支援業務委
託（導入準備）を行
う。

・インフラ包括的民間
委託発注支援業務委
託を導入する。
・モニタリングを行う。

・モニタリングを行う。
・令和１０年度に導入
した効果の検証を行
い、拡大を検討する。

成果を測る指標 受注業者との契約締結

令和７年度進捗状況

実施内容
①包括的民間委託について検討し、熟度を上げることができた。
②財源確保のため、国土交通省所管先導的官民連携支援事業に応募した。
③令和8年度当初予算要求済み。

今年度の新た
な取組

①包括的民間委託についての検討
②市議会議員を対象とした勉強会の開催

目標
インフラに関する維持管理等の業務を包括的に民間に委託することにより、民間のノウハウを
活用しながら効率的・効果的に業務を実施することを目標として包括的民間委託の導入を目指
す。

実施スケジュール

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

推進課 土木課 実施課 土木課

現状と課題

道路、橋りょう、水路、公園等複数のインフラを抱えており、老朽化の進行と共に増加する一方
の維持管理業務が大きな負担になっている。さらに気候変動による自然災害の激甚化・頻発
化が災害発生のリスクを高め、防災の観点からもインフラの適切な維持管理が求められてい
る。その中において、当市の財政事情は厳しく土木費については抑制を余儀なくされており、ま
た土木部門職員も漸減し人手不足の状態が続いている。

基本方針 3 公有財産の効率的管理

取組方針 ③公共施設・インフラの維持管理・更新等に係る民間活力の活用等

取組項目 道路の維持管理の最適化
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